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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

育児休業制度に対応した家庭経営

　　　　　　鳴門教育大　　　渡遵　廣二

　目的　育児休業制度に対応した家庭経営を考察する。

　方法　小・中学校の教員と看護婦を主な対象者として，調査票を用いた自記式留置法｀に

より調査した。有効回収数は196,有効回収率は85.2%,調査時期は1992年10月である。

　結果　①育児休業制度の利用状況について。利用期間は９か月以上１年未満（46.5%)

が多いが，職業別では教員より看護婦の利用期間が相対的に短い。育児休業の理由は育児

に専念したかった（69.0%）が多い。②育児休業中の家計について。家計状態が苦しかっ

たと（83.4%）いう回答が多く，その対応としては預貯金を取り崩して（61.8%)いる。

育児休業準備資金は, 80万円以上100万円未満を必要だ（31.1%)と回答している。③育

児休業をめぐる夫との関係について。育児休業中に夫の家事・育児参加の程度がそれ以前

と比べて減少する傾向がある。その理由は家事・育児は家庭にいる妻がするべきだと，夫

，妻あるいは夫婦共に考えた（64. 7%）からである。男性の収入が少なくても女性が育児

休業するという意見（66.0%）が多いが，わからないという意見（27.7%）もある。④育

児休業と職場・保育所について。教員に比ぺて看護婦では原職復帰の割合が低く，また，

職場復帰のための研修が必要だという回答は看護婦に多い。保育所に対する要望では，延

長保育(62.2%）が多い。職業別では，看護婦で夜間保育に対する要求が相対的に強い。

⑤育児観について。育児は父母が共同で行うという意見（48.0%）が半数近くあるが. ほ

親が育てるという意見(36.7%)も多い。また，育児休業制度の利用者は非利用者に比べ

て母親が子供を育てるという意識が相対的に強い。

２ Ba- ５ 銀行業にみる女性の登用の実態

　　　　　　　　　　お茶女大家政　下渾潤子

　＜目的＞女性にとって外に出て働くことは今やめずらしいことではない。近い将来労働

力人口が減少に転じることから、女性労働力は政策にも矧ずられているほど期待されてい

る。が、果たして女性の働き方は時代に合わせて変化しているのであろうか。女性労働者

の登用を考えるには、労働の供給側の女性労働者の実態と、需要側である企業の両者の分

析力叱要となろう。本研究では、女性の職業の大きなウェイトを占める事務従事者に注目

し、中でも男性中､0の職場である銀行業で働く女性に魚点を絞った。そこで、R女性行員

と男性行員との間に登用の差があるか、②女性行員のコース別採用制度は彼女達にどのよ

うなメリット、デメリットを与えているか、などを明らかにする。

　＜方法＞女性行員と銀行人事部のききとり調査を行った。調査期間は92年11月から93年

I )]。またこれらの女性行員のキャリアが同世代の男性と対比してどのような差があるか

を見るためにmiの男性行貝数人にも聞きとり調査を行い、男女間でのキャリアの相違、

就労観などの比較をした。

　＜結果＞①性差による登用の差よりもコースの差による方が大きい。1つの種類の仕事

の内容自mむしろ平等である。一般晦ま専門的に長く１つの仕事の経験を積むのに対し

て、総合職は女性であっても幅広い仕事経験を積む。そのために長期勤続の女性行員で子

育てをしながらという人は非常に少ない。②コ-ス別採川によってり圀l哉、特に長年働き

続けている女性の昇級のスピードが遅く、頭打ちになっている。転換制度があっても利用

者は限られており、採用時点での選別によりかえって転換は難しくなっている、等がわか

った.
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